




議案第２５号 
 
   平成３１年度阿久比町下水道事業会計予算 
 
 （総 則） 
第１条 平成３１年度阿久比町下水道事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 
 （業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
 (1) 接 続 戸 数                  ７，３５０戸 
 (2) 年 間 総 排 水 量              ２，１９５，０００  
 (3) 一日平均排水量                  ５，９９７  
 (4) 主要な建設事業                管渠建設改良工事 
 （収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収       入 
 第１款 下水道事業収益             ５５７，８０５千円 
  第１項 営 業 収 益             ２１３，９３０千円 
  第２項 営 業 外 収 益             ３４３，８７４千円 
  第３項 特 別 利 益                   １千円 

支       出 
 第１款 下水道事業費用             ５５７，４９８千円 
  第１項 営 業 費 用             ４６７，１０１千円 
  第２項 営 業 外 費 用              ８２，９３２千円 
  第３項 特 別 損 失               ６，４６５千円 
  第４項 予 備 費               １，０００千円 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額１３２，５５１千円は当年度分消費税資本

的収支調整３，２４２千円及び当該年度分損益勘定留保資金１２９，３０９千

円で補てんするものとする。） 
 

収       入 
 第１款 資 本 的 収 入              １８９，８９５千円 

― 415 ―



  第１項 企 業 債              １５，６００千円 
  第２項 出 資 金             １１０，９１８千円 
  第３項 補 助 金              ６２，０４０千円 
  第４項 負 担 金               １，３３７千円 

支       出 
 第１款 資 本 的 支 出              ３２２，４４６千円 
  第１項 建 設 改 良 費              ３６，３５９千円 
  第２項 企業債償還金             ２７９，４５２千円 
 （特例的収入及び支出） 
第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属す

る債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ

３５，０００千円及び１３２，０００千円である。 
（企業債） 
第５条 企業債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のと

おりと定める。 
起債の目的  限度額 起債の方法 利   率  償還の方法 

 千円

普通貸借  

 
年 5.0％以内

（ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 資

金について、利

率 の 見 直 し を

行 っ た 後 に お

いては、当該利

率 見 直 し 後 の

利率）  

 
政府資金につ

いては、その融資

条件により、銀行

その他の場合に

はその債権者と

協定するものと

する。 
 ただし、企業財

政の都合により

据置期間及び償

還期限を短縮し、

若しくは繰上償

還、又は低利に借

換えすることが

できる。 

公共下水道事業 9,000

流域下水道事業 6,600

計 15,600    
 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと
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おりと定める。 

 (1) 第１項 営 業 費 用  

 (2) 第２項 営業外費用 

 (3) 第３項 特 別 損 失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費                  ２４，２２４千円 

 （他会計からの補助金等） 
第８条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計が受ける金額は、

３６４，１９６千円である。 
 

  平成３１年３月４日提出 

 

阿久比町長 竹 内 啓 二      
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（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額

1　下水道事業収益 557,805

1　営業収益 213,930

1　下水道使用料 213,885

2　その他営業収益 45

2　営業外収益

1　受取利息及び配当金 1

2　他会計負担金 198,738

3　長期前受金戻入 145,133

4　雑収益 2

3　特別利益 1

1　過年度損益修正益 1

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額

1　下水道事業費用 557,498

1　営業費用 467,101

1　管渠費 28,632

2　総係費 38,366

3　流域下水道管理
 　運営費負担金

122,419

4　減価償却費 277,684

2　営業外費用

1　支払利息 73,432

2　消費税及び
 　地方消費税

9,500

3　特別損失 6,465

1　過年度損益修正損 1

2　その他特別損失 6,464

4　予備費 1,000

1　予備費 1,000

その他の特別損失

過年度損益修正損

予備費

343,874

一般会計からの負担金

企業債利息

消費税及び地方消費納税額

衣浦西部流域下水道管理運営費負担金

平成31年度　阿久比町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

備 考

下水道事業に係る収益

主たる営業活動から生ずる収益

下水道料金の収益

指定工事店登録手数料等

過年度損益修正益

備 考

下水道事業に係る費用

預金利息収益

雑収益

資産の減価償却に合わせて収益化される長期
前受金

82,932
財務活動及び主たる営業活動以外に要する費
用

主たる営業活動に要する費用

事業活動の全般に関連する費用及び料金調定
その他の業務に要する費用

固定資産の減価償却費

財務活動及び主たる営業活動以外の原因から
生ずる収益

管渠維持管理費
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（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額

1　資本的収入 189,895

1　企業債 15,600

1　企業債 15,600

2　出資金 110,918

1　他会計出資金 110,918

3　補助金 62,040

1　国庫補助金 7,500

2　他会計補助金 54,540

4　負担金 1,337

1　受益者負担金等 1,337

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額

1　資本的支出 322,446

1　建設改良費 42,994

1　管渠建設改良費 36,359

2　流域下水道建設費
 　負担金

6,635

2　企業債 279,452

　 償還金 1　企業債償還金 279,452

一般会計からの補助金

国からの補助金

衣浦西部流域下水道建設負担金

下水道事業受益者負担金等

建設改良に充てるための起債

備 考

企業債元金償還金

資本的収入及び支出

下水道管渠等の新設、改良に要する費用

備 考

建設改良及び企業債償還に係る費用

一般会計からの出資金
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

引当金の増減額（△は減少）

固定資産除却費

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫県補助金等収入

負担金による収入

他会計からの繰入金による収入

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高 18,467

平成31年度　阿久比町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

110,918

6,145

277,684

270

△ 1

73,432

△ 3,185

△ 19,413

△ 145,133

1,221

0

191,020

△ 87,533

106,000

△ 73,432

117,589

△ 44,223

0

6,949

50,496

15,600

小　　計

1,337

14,559

△ 219,681

1

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 346,199
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　　１　総　　　　括

(人) (人)

合　　計

注）給与費明細書のうち前年度のものは、下水道事業特別会計で計上していたものである。

比 較 1,134 57 3,515

本 年 度 2,696 1,593 10,366

前 年 度 1,562 1,536 6,851

区　　　分
勤勉手当

退職手当
組合負担金

（千円） （千円） （千円）

2,255

比 較 0 11 0 0 12 260 508 1,533

508 3,788

前 年 度 78 291 324 250 0 555 0

 （千円） （千円） （千円）

本 年 度 78 302 324 250 12 815

通勤手当 特殊勤務手当
時間外勤務

手当
管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 3,515 3,972 832 4,804

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　　　分
扶養手当 地域手当 住居手当

合　　　計 8 0 96 361

資 本 勘 定
支 弁 職 員

6,851 16,445 2,975 19,420

比
較

損 益 勘 定
支 弁 職 員

合　　　計 0 3 0 9,594 0

資 本 勘 定
支 弁 職 員

20,417 3,807 24,224

前
年
度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

5,418 1,010 6,428

合　　　計 8 3 96 9,955 0 10,366

14,999 2,797 17,796

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 1 0 2,661 0 2,757

（千円） （千円）

本
年
度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

8 2 96 7,294 0 7,609

賃　金 手　 当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

   給 　与　 費　 明　 細　 書

区　　分

職 員 数 給          与          費

法定福利費 合　　計

特別職　一般職　 報　酬 給　料
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　　２　給料及び職員手当の増減額の明細

給料 361
給与改定に
伴う増減分

29

29
計 29

昇給・昇格に
伴う増加分

332

平均昇給率 1.02%

198

昇格に伴う増加 134
計 332

その他の
増減分

0

職員数の異動状況
0 現に在職 (その他) (計)

その他の増減 0 する職員数
計 0 　本年度 ３人 　０人 ３人

　前年度 ３人 　０人 ３人
　比　較 　０人 　０人 ０人
採用・退職の状況(見込)
　30年度中退職者数 ０人
　31年度中採用者数 ０人
　31年度中育児休業者数 ０人

3,515
制度改正に
伴う増減分

46

勤勉手当 46 勤勉手当の支給月数1.8月分→1.9月分
計 46

その他の
増減分

3,469

扶養手当 0 地方公営企業法の新規適用に係る分を含む

地域手当 11

住居手当 0

通勤手当 0

特殊勤務手当 12

時間外勤務手当 260

管理職手当 508

期末手当 1,533

勤勉手当 1,088

退職手当組合負担金 57

計 3,469

備　　　考

給与改定に伴う
増減

区分
増減額

（千円）
増減事由別内訳（千円） 　　説　　　明　（千円）

職員
手当

定期昇給に伴う
増加

職員数の変動等に
係る増減

― 425 ―



　　３　給料及び職員手当の状況

　　（１）　職員一人当たりの給与

　　（２）　初　任　給

高　校　卒

大　学　卒

　　（３）　級別職員数

級

８級

７級

６級

５級

４級 1 33.3

３級

２級 2 66.7

１級

計 3 100.0

８級

７級

６級

５級

４級 1 33.3

３級

２級 2 66.7

１級

計 3 100.0

　　　（級別の標準的な職務内容）

区　分 ８　級 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

企業職 部　長 課　長
課　長

課長補佐
課長補佐

係　長
主　査

主　査 主　事 主事補

企　業　職　（円）
一般会計の制度

一般行政職　（円）

区　　　　　分
企　　業　　職

区　　分

153,000

187,200

153,000

187,200

260,667

298,180

36.0平　 均 　年 　齢（歳）

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平成31年 1月 1日現在

平 均 給 料 月 額（円）

平成30年 1月 1日現在

平 均 給 与 月 額（円）

平　 均 　年 　齢（歳）

構成比（％）職員数（人）

平成30年 1月 1日現在

平成31年 1月 1日現在

区　　　　　　　分

267,300

37.0

314,507

企　業　職
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　　（４）　昇給

職　員　数 (Ａ)　(人) 3 3

昇給に係る職員数 (Ｂ)　(人) 3 3

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

５号給 (人)

比率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0

職　員　数 (Ａ)　(人) 3 3

昇給に係る職員数 (Ｂ)　(人) 3 3

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

５号給 (人)

比率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0

　　（５）　特殊勤務手当

　　（６）　期末手当・勤勉手当

支給率計

６月(月分) 12月(月分) (月分)

2.225 2.225 4.45

2.125 2.275 4.40

2.225 2.225 4.45

支 給 期 別 支 給 率

区　　　　　　　分 合　　計

区　　分

支給対象職員の１人当たり平均支給月額 　　　 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

企業職

企業職

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考

0.1

100.0

333

滞納整理

本 年 度

一般会計の制度

前 年 度

有

有

有

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

区　　　　　　分

給料総額に対する比率　　　　　　　　    　　（％）

支給対象職員の比率(平成３１年４月１日現在） （％）

号給数別内訳

号給数別内訳
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　　（７）　定年退職に係る退職手当

２０年勤続
の者(月分)

２５年勤続
の者(月分)

３５年勤続
の者(月分)

最高限度
(月分)

備　考

H30.4.1～

H30.4.1～

　　（８）　その他の手当

47.709000

47.709000

47.709000

47.709000

24.586875

24.586875

33.270750

33.270750

区　　分

区　　分

支給率等

一般会計の制度
(支給率等)

扶養手当

住居手当

一般会計の制度との異同

地域手当 同

同

同

同通勤手当
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（１）

イ

ロ

ハ

（２）

イ

（１）

（２）未 収 金

２　流動資産

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

9,033,830
56,382

貸 倒 引 当 金 37,915△ 270
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無形固定資産合計

8,977,448

8,490,701

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,023 11,380
有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

平成31年度阿久比町下水道事業予定貸借対照表　（税抜き）

１　固定資産

（平成32年3月31日）

有 形 固 定 資 産

（単位：千円）

資 産 の 部

2,350土 地

8,734,903構 築 物

△ 257,932

12,403

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

486,747

8,476,971

18,467

38,185

486,747
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（１）

イ

（１）

イ

（２）

（３）

（４）

イ

ロ

（５）

（１）

（２）

（１）

イ

ロ

ハ

（２）

イ

固 定 負 債 合 計

企 業 債

△ 145,133

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

0

4,700,673

325,641

3,035,971

41,369

282,638

256

1,634

282,638

前 受 金

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

1,378

寄 附 金

繰 延 収 益 合 計

５　繰延収益

負 担 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

６　資本金

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

2,350

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

6,145

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

6,145
剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 の 部

３　固定負債
企 業 債

４　流動負債

0

3,035,971

3,035,971

9,033,830
1,116,678

8,495

2,350

0

0

資 本 剰 余 金

資 本 の 部

７　剰余金

4,555,540

1,108,183

7,917,152

充てるための企業債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金 合 計
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（１）

イ

ロ

ハ

（２）

イ

（１）

（２）

２　流動資産
現 金 預 金

8,715,524

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

9,355,968
141,000

35,000
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

未 収 金

9,214,968

無形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

8,700,771

減 価 償 却 累 計 額 0 12,403

土 地

8,700,771構 築 物

0

平成31年度阿久比町下水道事業予定開始貸借対照表　（税抜き）

１　固定資産

（平成31年4月1日）

有 形 固 定 資 産

（単位：千円）

資 産 の 部

12,403

2,350

0

499,444

106,000

35,000

499,444
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（１）

イ

（１）

イ

（２）

（３）

（４）

イ

ロ

（５）

（１）

（２）

（１）

イ

ロ

ハ

（２）

イ

279,450

固 定 負 債 合 計

企 業 債

0

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

0

4,641,892

前 受 金

411,450

3,303,011

132,000

0

0

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

0

寄 附 金

繰 延 収 益 合 計

５　繰延収益

負 担 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

279,450

６　資本金

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

2,350

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

0

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

0
剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 の 部

３　固定負債
企 業 債

４　流動負債

0

3,303,011

3,303,011

9,355,968
999,615

2,350

2,350

0

0

資 本 剰 余 金

資 本 の 部

７　剰余金

4,641,892

997,265

8,356,353

充てるための企業債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金 合 計
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注記 
Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 
           （ただし、取替資産については取替法による。） 

（２）無形固定資産 
・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 
（１）退職給付引当金 

職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」 

に基づき、下水道事業会計が拠出して以降の追加的負担は全額一般会 
計において負担することとなっているため、下水道事業会計において 
は退職給付引当金を計上していない。 

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金 
職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 
（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。 
３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

引当金の取崩し 
（１）賞与引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給見込額に基づき、前

年度負担額として、賞与引当金１，３６４千円を取り崩す見込みであ

る。  
  （２）法定福利費引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出見

込額に基づき、前年度負担額として、法定福利費引当金２５４千円を

取り崩す見込みである。 
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（収入）

 1 下水道事業収益 557,805 0 557,805

1 営業収益 213,930 0 213,930

1 下水道使用料 213,885 0 213,885

2 その他営業収益 45 0 45

2 営業外収益 343,874 0 343,874

1 受取利息及び 1 0 1

配当金

2 他会計負担金 198,738 0 198,738

3 長期前受金戻入 145,133 0 145,133

４ 雑収益 2 0 2

3 特別利益 1 0 1

1 過年度損益 1 0 1

修正益

平成31年度　阿久比町下水道事業会計予算事項別明細書
収益的収入及び支出

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

金　額

1 下水道使用料 213,885 下水道使用料 213,885

1 手数料 45 下水道指定工事店登録手数料 20

責任技術者登録手数料 25

1 預金利息 1 預金利息 1

1 一般会計負担 198,738 198,738

金

1 長期前受金 145,133 長期前受金戻入 145,133

戻入

1 その他雑収益 2 受益者負担金延滞金 1

その他雑収益 1

1 過年度損益 1 過年度損益修正益 1

修正益

説　　　　　　　　　　明
節

区　分
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（支出）

 1 下水道事業費用 557,498 0 557,498

1 営業費用 467,101 0 467,101

1 管渠費 28,632 0 28,632

2 総係費 38,366 0 38,366

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

金　額

12 備消耗品費 63 事務用 63

14 光熱水費 132 マンホールポンプ電気料（草木・卯坂） 132

17 委託料 16,642 マンホールポンプ点検業務委託料 1,018

下水道既設管管内調査業務委託料 15,624

20 修繕費 1,530 修繕費 1,530

23 路面復旧費 700 道路舗装復旧費 700

27 工事請負費 9,565 マンホール蓋補修工事 4,565

下水道管渠補修工事 5,000

1 給料 7,294 職員給２人分 7,294

2 手当 5,565 地域手当 219

通勤手当 170

特殊勤務手当 12

時間外勤務手当 445

管理職手当 508

期末手当 1,778

勤勉手当 1,266

退職手当組合負担金 1,167

3 賞与引当金 1,029 賞与引当金繰入額 1,029

繰入額

5 報酬 96 下水道事業運営委員報酬 96

6 法定福利費 2,415 共済組合負担金 2,391

公務災害補償基金掛金 24

7 法定福利費 192 法定福利費引当金繰入額 192

引当金繰入額

8 旅費 84 普通旅費 84

10 報償費 40 参加賞 40

12 備消耗品費 59 事務用 59

15 印刷製本費 249 コピー代等 249

16 通信運搬費 34 郵便料 34

17 委託料 14,901 公共下水道台帳作成業務委託料 4,191

下水道維持管理データ入力業務委託料 2,121

下水道使用料徴収事務委託料 7,291

公共下水道水質検査業務委託料 500

公営企業会計システム保守業務委託料 798

18 手数料 27 銀行取扱手数料 27

19 賃借料 44 複写機借上料 44

33 保険料 52 下水道賠償責任保険料 52

節
説　　　　　　　　　　明

区　分
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（支出）

3 流域下水道管理 122,419 0 122,419

運営費負担金

4 減価償却費 277,684 0 277,684

2 営業外費用 82,932 0 82,932

1 支払利息 73,432 0 73,432

2 消費税及び 9,500 0 9,500

地方消費税

3 特別損失 6,465 0 6,465

1 過年度損益 1 0 1

修正損

2 その他特別損失 6,464 0 6,464

4 予備費 1,000 0 1,000

1 予備費 1,000 0 1,000

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

金　額

36 貸倒引当金 270 貸倒引当金繰入額 270

繰入額

40 負担金 6,015 日本下水道協会負担金 83

中部地方下水道協会負担金 12

愛知県下水道協会負担金 6

矢作川境川流域下水道推進協議会負担金 37

衣浦西部流域下水道推進協議会負担金 30

全国町村下水道推進協議会愛知県支部負担金 24

研修会負担金 2

水道事業会計負担金 5,821

54 負担金 122,419 流域下水道維持管理費負担金 107,732

流域下水道維持資本費負担金 14,687

1 有形固定資産 258,955 構築物減価償却費 257,932

減価償却費 機械及び装置減価償却費 1,023

2 無形固定資産 18,729 無形固定資産減価償却費 18,729

減価償却費

45 企業債利息 73,432 企業債利息 73,432

46 消費税及び 9,500 消費税及び地方消費税 9,500

地方消費税

56 過年度損益 1 過年度損益修正損 1

修正損

57 賞与引当金 1,364 賞与引当金繰入額 1,364

繰入額

58 法定福利費 254 賞与引当金繰入額 254

引当金繰入

額

59 貸倒引当金 320 下水道使用料不納欠損見込額 320

繰入額

60 その他特別 4,526 過年度消費税及び地方消費税 4,526

損失

1 予備費 1,000 予備費 1,000

説　　　　　　　　　　明
区　分

節
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資本的収入及び支出

（収入）

 1 資本的収入 189,895 0 189,895

1 企業債 15,600 0 15,600

1 企業債 15,600 0 15,600

2 出資金 110,918 0 110,918

1 他会計出資金 110,918 0 110,918

3 補助金 62,040 0 62,040

1 国庫補助金 7,500 0 7,500

2 他会計補助金 54,540 0 54,540

4 負担金 1,337 0 1,337

1 受益者負担金等 1,337 0 1,337

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

金　額

1 企業債 15,600 公共下水道事業債 9,000

6,600

1 一般会計 110,918 一般会計出資金 110,918

出資金

1 国庫補助金 7,500 社会資本整備総合交付金 7,500

1 一般会計 54,540 一般会計補助金 54,540

補助金

1 受益者負担金 500 下水道事業受益者負担金 500

2 下水道事業 837 下水道事業協力金 837

協力金

流域下水道事業債

説　　　　　　　　　　明
区　分

節
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（支出）

 1 資本的支出 322,446 0 322,446

1 建設改良費 42,994 0 42,994

1 管渠建設改良費 36,359 0 36,359

2 流域下水道建設 6,635 0 6,635

費負担金

2 企業債償還金 279,452 0 279,452

1 企業債償還金 279,452 0 279,452

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

金　額

1 給料 2,661 職員給１人分 2,661

2 手当 2,408 扶養手当 78

地域手当 83

住居手当 324

通勤手当 80

時間外勤務手当 370

期末手当 612

勤勉手当 435

退職手当組合負担金 426

6 法定福利費 946 共済組合負担金 937

公務災害補償基金掛金 9

17 委託料 381 下水道設計単価データ提供業務委託料 381

19 賃借料 690 下水道受益者負担金システム使用料 690

27 工事請負費 29,273 公共下水道工事 15,000

公共汚水ます設置工事 14,273

１ 流域下水道 6,635 衣浦西部流域下水道建設負担金 6,635

建設費負担金

76 企業債償還 279,452 企業債償還元金 279,452

元金

説　　　　　　　　　　明
区　分

節
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